２０１４国民春闘勝利！自治労北海道本部青年部春闘討論集会

当面する闘争方針（案）
１．賃金・労働条件を改善するたたかい 
（１）若干の情勢と経過
2013確定闘争は、国公給与臨時特例削減が継続されるかどうかが争点となった一方で、人事院は８月８日、「給与制度の総合的見直し」として、ア）民間の組織形態の変化への対応、イ）地域間給与の配分のあり方、ウ）世代間の給与配分のあり方、エ）職務や勤務実績に応じた給与などを言及しました。こうしたなか、各単組段階では、現給保障措置の継続や55歳以上職員の昇給停止や高齢層職員の昇格制度改悪など、2011～2012年人事院勧告における課題、雇用と年金の接続にむけた対応、臨時・非常勤等職員等の処遇改善等の課題解決を最重点に位置づけて賃金確定期のたたかいが進められてきました。結果的に多くの単組において、現給保障措置の継続・継続協議や昇給・昇格制度の継続協議などを勝ち取ってきており、単組における交渉力の差が結果に如実に表れているといえます。私たちは、こうした単組のたたかいに学び合いながら、あらためて『賃金・労働条件は労使の力関係で決まる』ということを確認していかなくてはなりません。

道本部青年部では、今確定闘争期に、この間の交流集会運動をつうじた職場実態討論であきらかとなった仲間の声・職場の事実とむき合い、『自分たちの問題は自分たちで解決していく』という決意のもと、「道本部青年部統一要求書行動」を展開してきました。また、臨時特例削減の地方波及を阻止するたたかいのなかであきらかとなった「○％なら我慢できる、○千円ならまだマシ」といった自分たちの「生活給」である賃金にこだわりを持てていない状況を改善していくため、「賃金リーフ」を活用した学習会を展開してきました。
こうした取り組みをつうじて、「窓口業務を担当しているが、休職者もおり休むことができない」「慢性的な時間外が続いているが、一向に人員が増やされない」など、個人への業務の量の増加に対する不満や適切な人員配置がなされていない実態が多く出され、「上司が時間外をつけないので自分もつけられない」「予算の上限があり時間外を請求できない」など、周りの仲間と思いを共有することができずに、不満はありつつも自己解決してしまっている実態や、新規採用も回復傾向にある一方で、新人も即戦力としての働きぶりを求められ、採用間もない仲間がメンタル面の不調を訴える実態もあきらかとなりました。
また、「賃金リーフ」を活用した学習会についても多くの単組で取り組まれ、「これまでは不景気だから賃金削減が行われていると思っていたが、読み合わせ学習をつうじて資本家に搾取されていることに気づいた」「賃金削減について削減されても仕方ないと思っていたが、それはオカシイと主張していくことが大事だと再認識した」など、多くの「気づき」が生まれてきています。こうした単組の取り組みに学び合い、継続した学習と実態討論を行い、今確定闘争期の総括のなかであきらかとなった成果や課題を2014春闘期のたたかいにつなげていくことが重要です。
職場での運動を実践することは容易なことではありませんが、私たちがめざす「安心して働き続けられる職場・地域」をつくっていくためにも、再度、仲間の声・職場の事実とむき合い、学習・討論を積み重ねることから青年の『ゆずれない要求』を確立していかなくてはなりません。そして、青年の主体的な行動、すべての青年が参加する大衆的な行動を追求し、『要求の実現』と『組織強化』を勝ち取っていきましょう！
（２）20１4「自治労北海道青年部統一要求書」行動について

　　仲間の声と職場で起きている事実にこだわり、多くの仲間との学習と討論から青年の『ゆずれない要求』を確立し、自らの問題を自らが解決していくため、「自治労北海道青年部統一要求書行動」を取り組みます。

　　　　

具体的な取り組み

○単組・総支部の取り組み

・当面闘について議論し、情勢認識を一致させ、目的や意義を確認します。

・生活職場実態点検手帳や職場レポートを活用した実態討論から、要求書を作成します。

・基本組織に青年部で議論した意見、要求を反映していきます。
また、基本組織との連携を密にし、基本組織の交渉に青年部役員も参加していきます。
・青年部独自で要求書を提出し、当局からの文書回答を求めます。

・青年部独自での交渉を行います。
（３）生活・職場実態点検運動を軸とした『地本一企画』の取り組みについて
　　この間、交流集会運動などの職場実態討論をつうじて、多くの仲間が人員配置や時間外に対する不満がありつつも、なかなか職場での運動につなげきれていない状況もあきらかとなっていますし、地方波及を阻止するたたかいでは、「生活給」としての賃金にこだわりを持てていない実態もあきらかとなっています。
　一方で、職場実態討論での仲間の思いや時間外点検表を丁寧に集約しながら、要求の根拠をあきらかにしてきた単組では、青年部の独自要求・独自交渉へとつなげてきています。また、地本青年部が主体となって「賃金リーフ」などを活用した賃金学習を行ってきた地本や単組では、多くの仲間が「賃金削減はオカシイことなんだ」と気づけています。
　こうした状況を踏まえ、『地本一企画』として、地本青年部が主体的に生活・職場実態点検運動を展開し、各単組・総支部における独自要求闘争を強化していきます。
　なお、取り組み期間は、基本的には各単組・総支部基本組織の闘争日程（要求書の提出日）とあわせることとし、各地方本部青年部の春闘期の当面する闘争方針として提起します。
　※「地本一企画」の例

　　○「賃金」にこだわった運動を展開するため、全単組・総支部で「赤手帳」に取り組む。

　　○「職場実態点検運動」にこだわった運動を展開するため、全単組・総支部で「時間外実態点検表」「休暇取得実態調査」に取り組む。　など。

　※「手法」ありきではなく、各地本の現状と課題を議論しながら取り組みを進めましょう！
（４）大衆行動『団結デスクマット』行動について
「ゆずれない要求」を勝ち取るためには、「1人の100歩より100人の1歩」といわれるように「役員任せ・基本組織任せ」にすることなく、組織全体でたたかっていくことが重要です。あらためて、一人ひとりが春闘をたたかう決意をかため合い、大衆的な運動を再構築していくため、『団結デスクマット』行動を展開します。各単組・総支部で、別添の見本を参考に作成し、青年部員のみならず基本組織とも連携しながら、単組・総支部全体で大衆行動を展開していきましょう。

　　また、この間、『団結ＢＯＸティッシュ行動』や『団結小旗』など、特徴的な取り組みも実践されてきています。『団結デスクマット』にこだわらずに、それぞれの地本や単組・総支部での議論から青年らしい大衆行動を展開していきましょう。

　　取り組みが困難な職場などは、意義や目的を踏まえ、どういう取り組みなら実践できるのか、みんなで知恵を出し合いながら、大衆行動を展開していきましょう。
（５）『給与制度の総合的見直し』に対する取り組みについて
　　人事院は「給与制度の総合的見直し」について、ア）民間の組織形態の変化への対応、イ）地域間給与の配分のあり方、ウ）世代間の給与配分のあり方、エ）職務や勤務実績に応じた給与を言及していますが、これは2005年、2006年の地域給の導入と同様に、公務員賃金を相対的に引き下げて、都市部に配分するというものです。これは、私たち青年労働者の賃金実態を無視したものであり、到底納得できるものではありません。
　　さらなる較差の拡大を助長する「給与制度の総合的見直し」に対する問題意識を全青年部員で共有するためにも、「2006年給与構造改革」の問題点を再度学習し、「同一価値労働・同一賃金」の原則を確認していきましょう。
　　
（６）賃金学習の強化について
　　「生活給」としての賃金にこだわるためにも、実態討論のみだけでなく「学習の強化」から『賃金は労働力の再生産費』『労使の力関係で決まる』ということを全体で確認していくことが重要です。また、多くの単組・総支部で導入されはじめている、総額人件費の抑制と労働者同士の分断を目的とした、「人事評価制度の問題点」についても学習を深めていくことが重要となっています。
全単組・総支部において、『賃金リーフ』『歴史の岐路に立つ春闘の本』『人事評価制度の真実』などを活用した読み合わせ学習を行います。
（７）行動日程について
　「統一要求書行動」「地本一企画」「団結デスクマット」は、基本組織の闘争日程と連動させながら進めましょう。各単組・総支部で基本組織の闘争日程を確認し、連携を密にしていきましょう。

　
【基本組織の闘争日程】

　・２月１７日～　２４日　　　要求書提出（集中提出日　２月２４日）

　　・２月１７日～　３月末　　　組合旗掲揚

　　・３月　５日　　　　　　　　回答指定日

　　・３月　６日～　１３日　　　重点交渉期間

　　・３月１１日～　１４日　　　腕章着用

　　・３月１４日　　　　　　　　山場（２９分時間内くい込み集会、超勤拒否、出張拒否）
２．交流集会運動の強化にむけて
（１）若干の情勢と経過
青年部では、職場反合理化闘争の集約点として、「第30回自治労北海道青年部夏期交流集会」を取り組んできました。交流集会運動における職場実態討論をつうじて、多くの仲間の「気づき」や「決意」につながってきています。

2014年度は、２年に一度開催される「第19回自治労青年女性中央大交流集会」「第14回地方協別交流集会」に最大限結集し、全国・全道の仲間との学習交流を深めることから、産別自治労の強化、職場からの運動強化をめざしていきましょう。

（２）具体的な取り組み

　①第19回自治労青年女性中央大交流集会、第14回地方協別交流集会の成功にむけ、交流集会運動の意義・目的を全体で確認していきます。そのためにも、道本部・地方本部は単組・総支部オルグを強化し、全体での運動を追求していきます。
②「職場レポート」「参加者アンケート」は、集会参加者だけではなく全部員で取り組み、生活・職場の実態、仲間の声に依拠した「ゆずれない要求」を確立し、職場からの運動づくり・仲間づくりを追求します。
③交流集会のメインでもある「職種別分散会」での議論の深化をはかるため、自治労会館において「座長養成講座」を開催します。
　各地本、単組・総支部からの最大限の結集を追求します。
　○道本部青年部「座長養成講座」

　○日時　２０１４年３月１日（土）～２日（日）

　○場所　札幌市　自治労会館

　※詳細については、後日発文でお知らせします。
３．政治闘争の強化にむけて
（１）若干の情勢と経過　　

　　衆・参ともに圧倒的な数の力を持った安倍政権は、憲法96条の改正を足がかりに「国防軍の創設」や「集団的自衛権行使の容認」など、「戦争のできる国づくり」を着々と押し進めています。また、「特定秘密保護法」の制定や日本版ＮＳＣ「国家安全保障会議」発足の検討など、多くの国民の反対を無視した数々の反動的な政策を強行しています。
　　労働分野においても、「解雇の自由化」や「ジョブ型正社員制度」など、さらなる格差の拡大と貧困をもたらす「労働規制の緩和」も押し進めようとしています。
　　私たちは、こうした状況に危機感を持って取り組みを進めるとともに、生活・職場のあらゆる課題が政治と関わりのあることを意識し、選挙のときにだけ政治を意識するのではなく、通年の日常的な運動として、政治闘争の必要性を確認する学習を強化していくことも重要となっています。
（２）具体的な取り組み
　①選挙のときだけの政治闘争ではなく、通年の日常的な運動として意識していくため、「道本部青年部政治集会」を開催し、学習を深めていきます。
　　○道本部青年部「政治集会」

　　○日時　２０１４年４月１２日（土）

　　○場所　札幌市　自治労会館

　　※詳細については、後日発文でお知らせします。
　②「政治に無関心でいても無関係ではいられない」ことを踏まえ、各地方本部・単組・総支部段階で政治学習会を開催し、あらためて政治闘争の必要性を確認していきます。
２０１４年　　月　　日

０００（市町村）

（市町村）長　０００００　　　　様

　　　　　　　　　　　　　０００００市町村職労働組合
青年（女性・婦人）部長　　　　

青年労働者の賃金・労働条件改善を求める要求書

　私たちは、それぞれの職場で、住民の生活に欠くことのできない業務に従事し、円滑な行政を推進するために日夜努力しています。

　しかし、これまでの度重なる賃金合理化攻撃により、私たちの生活実態は大変厳しい状況におかれ、青年からは切実な声が多く出されています。また、業務量の増大と時間外労働の慢性化、退職不補充など、厳しい職場環境のなか、健康が破壊され、若年者の長期療養・退職が増加している状況にあります。

　以下に示した要求項目は、行政の最前線で働く青年労働者が意欲をもって働ける職場にするため、また、私たちの生活や権利を守るため、青年労働者として譲ることのできない切実な要求であり、これら生活・職場実態に基づく要求の実現を強く求めます。

　なお、回答は　　月　　日までに文章で回答されるよう求めます。

【　統一要求事項　】

１　初任給の引き上げ、昇格・昇給基準の改善などにより、青年層の賃金水準を改善すること。
２　職場環境の改善と将来にわたって行政サービスに責任を持つため、計画・継続的な新規採　　用を行うこと。また、しっかりと職場実態を把握し適正な人員配置に努めること。

３　時間外勤務の縮減に努めるとともに、時間外手当は必要な予算を確保し完全支給すること。

４　臨時・非常勤等職員の賃金・労働条件を改善すること。
【　独自要求事項　】
　１．
【要求項目】


◆統一要求事項


　①　初任給の引き上げ、昇格・昇給基準の改善などにより、青年層の賃金水準を改善すること。


②　職場環境の改善と将来にわたって行政サービスに責任を持つため、計画・継続的な新規採用を行うこと。また、しっかりと職場実態を把握し適正な人員配置に努めること。


③　時間外労働の縮減に努めるとともに、時間外手当は必要な予算を確保し完全支給すること。


④　臨時・非常勤等職員の賃金・労働条件を改善すること。


　


◆独自要求事項


　　※　各単組・総支部での独自要求項目とします。








